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－加速する O2O ビジネス、位置情報が新たなビジネスを創りだす－ 

『位置情報ビジネス調査報告書 2013』 
11 月 29 日発行 

70 以上の位置情報ビジネス事例から最新動向や今後の展望を分析 
 

インプレスグループで法人向け情報コミュニケーション技術関連メディア事業を手がける株式会社イ

ンプレス R&D（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：井芹昌信）のシンクタンク部門であるインタ

ーネットメディア総合研究所は、位置情報ビジネスを多角的に分析した『位置情報ビジネス調査報告書

2013』（URL：http://r.impressrd.jp/iil/geo2013 ）の販売を 11 月 30 日（金）より開始します。 

 

iPhone や Android などスマートフォンが急速に普及しています。スマートフォンは GPS や Wi-Fi 測位などを

利用して現在地を容易に取得できることや端末の高機能化などにより、位置情報を活用したアプリケーシ

ョンを利用することが可能です。そうした背景から位置情報に対応したサービスが爆発的に増えています。

今ではナビゲーションやゲーム、タウン情報サービス、車や家などをシェアするサービス、ジオフェンシングを利用

したサービスなど多種多様な位置情報ビジネスが登場しています。位置情報ビジネスは、まさにスマートフォン

市場の拡大と歩調を合わせた形で成長しています。 

さらに Facebook などのソーシャルメディアが位置情報を軸としたサービスや機能の強化をしており、Google も

現在地情報に合わせて乗換案内や地域情報などを自動で配信する新機能 Google Now をサービス開始してい

ます。今後も、様々な企業が位置情報を利用したビジネスを展開することが予想されています。 

 

E コマース市場においても位置情報を利用したリアルビジネス連携、いわゆる O2O（オンライン・ツー・オフライ

ン：Online to Offline）ビジネスが市場を賑わせており、今後、位置情報が O2O ビジネスの鍵を握ってくると予想

されます。 

この O2O ビジネスとは、オンライン上から実存する店舗にユーザーを誘導するサービスや、店舗内にいるユー

ザーへの情報提供や、店舗内行動によりポイントを付加できるサービスなど様々なサービスが現れています。

こうした動きは、今までにない新しいショッピングのスタイルを生み出し、さらには流通小売市場に対してイノベー

ションを起こせる可能性があるとして注目されています。 

 



また今年は位置情報に連動したサービスを地域活性化に利用する事例も増えてきています。スマートフォンは

移動しながら利用することができ、現在位置を利用した検索や地図アプリを使ったルート案内機能も備わっていま

す。そのため、観光地の魅力を発信し、集客の増加を見込めるなど観光との相性は非常に良く、色々な地域でス

マートフォンアプリを使った観光案内が生まれ始めています。 

 

本書は、このように多様な形で成長する位置情報ビジネスについて、ビジネスモデルや市場動向、各プレイヤ

ーの最新動向、O2O ビジネス、地域活動、技術、マネタイズ手法、社会貢献活動、今後の展望まで網羅していま

す。この一冊で位置情報ビジネスの全てがわかる調査報告書です。 

 

<<構成・各章の概要>> 

 

第 1 章  位置情報ビジネスの概要 

位置情報ビジネスについてのビジネス構造や歴史、市場の概況などについて解説しています。位置情報ビジネス

の全体像を理解するために必須となる情報をまとめています。 

 

第 2 章  位置情報ビジネスの動向 

位置情報ビジネスを「案内・地図サービス」「タウン情報サービス」「ゲーム」「チェックイン・ライフログ」「マッチング

サービス」「シェア系サービス」「センサー＆ロケーションサービス」「ジオフェンシングとオートチェックイン」「ギフト」

「位置情報×時間軸」の 10 に分類し、国内海外 33 の事例について解説しています。 

 

第 3 章  O2O（オンライン・ツー・オフライン）とローカルサービス 

流通やマーケティング業界の新たなトレンドである O2O（オンライン・ツー・オフライン）について分析しています。

O2O ビジネスは「店舗へ送客を行うサービス」「店舗内での購買に影響を与えるサービス」「購買時及び購買後に

まで影響を与えるサービス」の 3 つに分類し、国内海外の O2O ビジネスの事例 17 サービス、決済 5 サービス、3

つのポイントプログラムについて解説しています。また、O2O ビジネスを今後拡大させるカギとなる NFC や

Mobile Wallet の解説や今後の O2O ビジネスの課題についても解説しています。 

 

第 4 章  位置情報と地域活動 

位置情報に連動したサービスを地域活性化に利用する事例が増えています。本章では、8 つの観光利用事例に

ついて解説しています。 

 

第 5 章  位置情報を支える技術 

位置情報ビジネスを成り立たせている技術の動向として「センシング」「デバイス」「データ」「位置情報のフォーマッ

ト」といった 4 つのテーマに分けて解説しています。 

 

第 6 章  位置情報ビジネスのマネタイズ手段 

位置情報ビジネスのマネタイズ手段を「広告」「店舗向け管理費」「成約手数料」「ユーザー課金」「リアル連動」「マ

ーケティングサービス」「その他の収益手段」というポイントに分類し、位置情報ビジネスを展開する上で注意しな

ければいけないポイントについても解説しています。 

 



第 7 章  社会的課題と位置情報 

社会貢献と位置情報をテーマに、東日本大震災時に活躍した 9 つの位置情報サービスと、海外で展開されてい

る代表的な 4 つの地域改善サービスについて解説しています。 

 

第 8 章  位置情報ビジネスの将来 

位置情報ビジネスの将来像について、技術ベースとビジネスベースの将来像といった 2 つの視点で分析していま

す。具体的には「ビッグデータ」「Push リコメンデーション」「O2O」「位置情報を利用したデータベースマーケティ

ング」「スマートシティ」「社会的課題解決」「プライバシー」などについて解説しています。 

 
<<調査報告書の製品形態、および販売に関するご案内>> 

 
『位置情報ビジネス調査報告書 2013』 

関 治之、鈴木 まなみ、藤澤 幸生 著 
インターネットメディア総合研究所 編 
 
<<製品形態・販売価格一覧 >> 
発売日   ：2012 年 11 月 30 日（金）（予約受付中） 
価格     ：CD（PDF）版 71,400 円（税込） 
          CD（PDF）+冊子版 81,900 円（税込） 
判型     ：A4 判 
ページ数 ：168 ページ 
詳細、ご予約は右よりご覧ください。 → http://r.impressrd.jp/iil/geo2013 
  
弊社の調査報告書は「libura PRO（ライブラ・プロ）」からもご購入いただけます（新刊は近日登録予定）。 

→https://libura-pro.com/ 
 
※libura PRO では、誌面イメージを確認してから、ダウンロード版/CD 版/冊子版を購入していただけるだけでな

く、商品の興味のある一部分（現在は章単位）だけを選んで購入したり、選んだ部分を POD（プリント・オン・デマ

ンド）で製本してご購入いただくことができます。 
 
インプレス R&D インターネットメディア総合研究所の調査報告書は、お客様のご利用ニーズに合わせ、簡易製

本の冊子版、CD（PDF）版をご用意しております。 
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【株式会社インプレスＲ＆Ｄ】 http://www.impressRD.jp/ 
インプレス R&D は、Web ビジネス関係者、ワイヤレスブロードバンド技術者、放送・通信融合およびデ

ジタル家電関係者、ICT を活用するビジネスマンなど、インターネットテクノロジーを核としたあらゆる分

野の革新をいち早くキャッチし、これからの産業・社会の発展を作り出す人々に向けて、クロスメディア

事業を展開しています。 
 
【インプレスグループ】 http://impress.jp/ 

 

株式会社インプレスホールディングス(本社：東京都千代田区、代表取締役：関本彰大、証券

コード：東証 1 部 9479)を持株会社とするメディアグループ。「IT」「音楽」「デザイン」「医療」「山

岳・自然」「モバイルサービス」を主要テーマに専門性の高いコンテンツ＋サービスを提供する

メディア事業を展開しています。2012 年 4 月 1 日に創設 20 周年を迎えました。 
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